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   流山市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例

の制定について  

 このことについて、別紙のとおり地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）第１１２条及び流山市議会会議規則第１４条第２項の規定により提

出します。  

  平成２５年２月２１日提出  

               提出者  

               議会運営委員長 松尾  澄子    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 地方自治法の一部を改正する法律が平成２４年９月５日に公

布され、政務調査費について、その名称が政務活動費に改称さ

れるとともに、政務活動費の交付目的が拡大されたほか、政務

活動費を充てることのできる経費の範囲を条例で定めることと

されたことに伴い、所要の改正を行うためである。  



   流山市議会政務調査費の交付に関する条例の一部を改正する条例  

 流山市議会政務調査費の交付に関する条例（平成１３年流山市条例第

１号）の一部を次のように改正する。  

題名を次のように改める。 

  流山市議会政務活動費の交付に関する条例  

第１条中「第１００条第１４項及び第１５項」を「第１００条第１４

項から第１６項まで ｣に改め、「調査研究」の次に「その他の活動」を

加え、「政務調査費」を「政務活動費」に改める。  

第２条から第４条まで中「政務調査費」を「政務活動費」に改める。  

第５条を次のように改める。  

（政務活動費を充てることのできる経費の範囲）  

第５条  政務活動費は、会派にあっては、別表第１、交付議員にあって

は、別表第２で定める政務活動に要する経費に充てるものとし、市政

に関する調査研究その他の活動に資するための必要な経費以外に充て

てはならない。  

 第６条中「政務調査費」を「政務活動費」に改める。  

 第７条第１項中「政務調査費」を「政務活動費」に改め、同条第２項

中「収支報告書を」を「収支報告書に領収書等証拠書類を添えて」に改

め、同条第３項中「議長」を「領収書等証拠書類を添えて議長」に改め、

同条第４項及び第５項中「政務調査費」を「政務活動費」に改め、同条

第６項中「政務調査費」を「政務活動費」に、「議長」を「領収書等証

拠書類を添えて議長」に改め、同条第７項中「政務調査費」を「政務活

動費」に、「当該収支報告書を」を「当該収支報告書に」に改める。  

 第 ８条 の 見 出 し 中 「 政務 調 査 費 」 を 「 政務 活 動 費 」 に 改 め、 同 条 中

「政務調査費」を「政務活動費」に、「市政の調査研究」を「市政に関

する調査研究その他の活動」に改める。  

 第９条の見出し中「保存」を「保存及び閲覧」に改め、同条中「収支

報告書」の次に「及び領収書等証拠書類」を加え、同条に次の１項を加

える。  

２ 何人も前項の収支報告書及び領収書等証拠書類を閲覧することがで

きる。  

 第１０条中「政務調査費」を「政務活動費」に改め、同条を第１１条  

とし、第９条の次に次の１条を加える。  



 （透明性の確保）  

第１０条 議長は、第７条第２項及び第３項の規定により、会派の代表

者及び交付議員から提出された収支報告書及び領収書等証拠書類につ

いて、必要に応じて調査を行う等、政務活動費の適正な運用を期する

とともに、使途の透明性の確保に努めるものとする。  

 附則の次に別表として次の２表を加える。  

 



別表第１（第５条関係）  

項  目  内          容  

 

調査研究費  

 

会 派 が 行 う 市 の 事 務 、 地 方 行 財 政 等 に 関 す る 調 査 研

究及び調査委託に関する経費  

 

研 修  費  

 

会 派 が 研 修 会 を 開 催 す る た め に 必 要 な 経 費 、 団 体 等

が開催する研修会の参加に要する経費  

 

広 報  費  

 

会 派 が 行 う 活 動 、 市 政 に つ い て 住 民 に 報 告 又 は 周 知

するために要する経費  

 

広 聴  費  

 

会 派 が 行 う 住 民 か ら の 市 政 及 び 会 派 の 活 動 に 対 す る

要望、意見の聴取、住民相談等の活動に要する経費  

 

資料作成費  

 

会派が行う活動に必要な資料の作成に要する経費  

 

資料購入費  

 

会 派 が 行 う 活 動 に 必 要 な 図 書 、 資 料 等 の 購 入 に 要 す

る経費  

 

人 件  費  

 

会派が行う活動を補助する職員を雇用する経費  

 

事務所費  

 

会 派 が 行 う 活 動 に 必 要 な 事 務 所 の 設 置 又 は 管 理 に 要

する経費  

 

その他の経費  

 

上記以外の経費で会派が行う調査研究に必要な経費  

（ 会 派 が 要 請 、 陳 情 活 動 を 行 う た め の 経 費 及 び 会 派

が行う各種会議に要する経費を除く。）  

 



別表第２（第５条関係）  

項  目  内          容  

 

調査研究費  

 

交 付 議 員 が 行 う 市 の 事 務 、 地 方 行 財 政 等 に 関 す る 調

査研究及び調査委託に関する経費  

 

研 修  費  

 

交 付 議 員 が 研 修 会 を 開 催 す る た め に 必 要 な 経 費 、 団

体等が開催する研修会の参加に要する経費  

 

広 報  費  

 

交 付 議 員 が 行 う 活 動 、 市 政 に つ い て 住 民 に 報 告 又 は

周知するために要する経費  

 

広 聴  費  

 

交 付 議 員 が 行 う 住 民 か ら の 市 政 及 び 交 付 議 員 の 活 動

に 対 す る 要 望 、 意 見 の 聴 取 、 住 民 相 談 等 の 活 動 に 要

する経費  

 

資料作成費  

 

交 付 議 員 が 行 う 活 動 に 必 要 な 資 料 の 作 成 に 要 す る 経

費  

 

資料購入費  

 

交 付 議 員 が 行 う 活 動 に 必 要 な 図 書 、 資 料 等 の 購 入 に

要する経費  

 

人 件  費  

 

交付議員が行う活動を補助する職員を雇用する経費  

 

事務所費  

 

交 付 議 員 が 行 う 活 動 に 必 要 な 事 務 所 の 設 置 又 は 管 理

に要する経費  

その他の経費  

上 記 以 外 の 経 費 で 交 付 議 員 が 行 う 調 査 研 究 に 必 要 な

経 費 （ 交 付 議 員 が 要 請 、 陳 情 活 動 を 行 う た め の 必 要

な経費を除く。）  

 



   附  則  

 （施行期日）  

１ この条例は、平成２５年３月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正前の流山市議会政務活動費の交付に関する条例

（以下「改正前の条例」という。）に基づく政務調査費は、なお従前

の例による。  

３ 前項の規定にかかわらず、この条例の施行の日（以下「施行日」と

いう。）の属する年度における政務調査費及び政務活動費の交付月数

は、次の各号に定めるところによる。  

（１）政務調査費  当該年度中において、施行日の属する月（施行日が

月の初日であるときは、当該月の前月）までの月数  

（２）政務活動費  １２から前号の規定により算出される月数を控除し

た月数  

４ この条例の施行の際、改正前の条例の規定に基づき現に交付を受け

ている施行日以後の基準日に係る政務調査費については、この条例に

よる改正後の流山市議会政務活動費の交付に関する条例 （以下「改正

後の条例」という。）の規定に基づき交付された政務活動費とみなす。  

５ 第２項の規定にかかわらず、改正前の条例に基づく政務調査費につ

いては、改正後の条例第１０条の規定を適用する。  

 


